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金融商品を見るときに知っておきたい金利表示

正確な収益性を把握するためには、金利の表示方法や利息の計算方法を正しく理解することが大切です。

金利は利息を算出する基本となるもので、ふつう年利

で表示されます。年利とは、元本に対する 年間の利息

の割合を示したもので、％で表します。 万円を 年

間預けて 万円の利息がついたとしたら、年利は （

万円÷ 万円÷ 年間× ）ということになります。

年利（ ）＝利息÷元本÷期間（年）×

年利表示がキホン

金利の表示方法

利息＝元本×年利×預け入れ期間

利息の計算方法

　なお、年利の他に月利、日歩という表示方法がありま

すが、現在ではほとんど使われることはありません。

　現在、金融商品の金利は、預金やローンも、基本的に

すべて年利で表示されています。例えば、定期預金には

か月もの、 か月もの、 か月ものといったように預け

入れ期間が 年未満のものがありますが、その場合も金

利は年利で表示されます。

　年利の場合の利息の計算は、元本×年利×預け入れ

期間となります。預け入れ期間については、年単位の場

合は年数になりますが、月単位の場合は［預け入れ月数

／ か月］、日単位の場合は［預け入れ日数／ 日］

となります。

■ 万円を年利 で預けた場合の利息

預け入れ期間 利息

円
万円× ×（ 日 日）

円
万円× ×（ か月 か月）＊

円
万円× × 年

円
万円× × 年

円
万円× × 年

日

か月

年

年

年

＊ 年を 日とする日数計算の場合、利息額は異なります。
※ 利息にかかる税金は考慮していません。
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利息を元本に組入れるのが複利

単利と複利

利息にかかる税金

　利息の計算方式には、単利と複利があります。単利

は、預金の場合、預け入れ期間中の元本についてのみ

利息をつける方式です。これに対して複利というのは、

預け入れ期間の途中で、それまでについた利息を元本

に加え、その金額をもとに利息を計算する方法です。半

年複利なら、半年ごとに利息が元本に加えられて計算

されていきます。

　単利と複利では、同じ金利でも受取る利息が異なり

ます。そこで使われるのが利回りという考え方です。利

回りは、実際についた利息の元本に対する割合のことで

す。上の例の元本 万円、預け入れ期間 年、年利

、 年複利の場合、年利回りは（ 円

÷ 円÷ 年）≒年 となります。ちなみ

に単利の場合は、（ 円÷ 円÷ 年）

＝年 で年利も年利回りも同じです。

　利回りを見ることで、実際にはどれくらいの利息が得ら

れるのか、どちらが有利なのかなどが簡単にわかります。

　例えば、 万円を年利 で 年間預けたとします。

単利の場合、 年後の受取り利息は 万円（ 万円

× × 年）となりますが、年ごとの複利の場合に

は、 年後の受取り利息は合計 万 円となり、単

利の場合よりも 円多くなります。

　預金の利息には、従来より、一律 （国税が 、

住民税が ）の税金がかかっていますが、 年 月

日～ 年 月 日に受取る利息には、復興特別所得

税が上乗せされ、合計 の税金がかかります。

　例えば、 円の利息では、 円（ 円

× ）が税金となりますので、実際に受取る金額

は、 円になります。

実際についた利息の元本に
対する割合が利回り

利回りとは

預金の利息には %の
税金がかかる

※利息にかかる税金は考慮していません。

■ 万円を 年複利で預けた場合の利息

年後

年後

年後

年後

年後

円

円

円

円

円

（ 万円× ）

（ 万円× ）

（ 万 円× ）

（ 万 円× ）

（ 万 円× ）

年目
利息

年目
利息

年目
利息

年目
利息

年目
利息

年目には、元金と 年目の利息の合計に をかけた利息
（ 万円× ）が加算され、 年目の利息（ 万円
× ）との合計額になる
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預金保険制度とは、金融機関が万一破綻したときに、預金保険機構が預金者の預金を
保護して、信用秩序を維持する制度です。保険料は金融機関が支払っています。

元本 万円までと
その利息などが保護される

預金保険制度の保護範囲

預金保険制度で守られる範囲

■

預
金
保
険
の

対
象
預
金
な
ど

預
金
保
険
の

対
象
外
預
金
な
ど

保護の範囲預金などの分類

（注）金融機関が合併を行ったり、営業（事業）のすべてを譲り受けた場合には、その後1年間に限り、保護される預金など金額の範囲は、全額保護される預金を除き「預金者1人あたり
1,000万円×合併などに関わった金融機関の数」による金額になります（例えば、2行合併の場合は、2,000万円）。

全額保護
決
済
用
預
金

一
般
預
金
な
ど

当座預金・利息のつかない
普通預金など

利息のつく普通預金・定期預金・定期積金・
元本補てん契約のある金銭信託（ビッグなど
の貸付信託を含みます）・金融債（保護預り
専用商品に限ります）など

外貨預金、譲渡性預金、金融債（募集債および保護
預り契約が終了したもの）など

合算して元本1,000万円までと破綻日までの利息などを保護（注）

1,000万円を超える部分は、破綻金融機関の財産の状況に応じて支払われます。
（一部カットされる場合があります。）

保護対象外
破綻金融機関の財産の状況に応じて支払われます。

（一部カットされる場合があります。）

破綻金融機関の財産の状況に
応じて支払われる

全額保護される

決済用預金

詳しくは預金保険機構のホームページをご覧ください。  預金保険制度の保護の範囲

　銀行が破綻したときは、「決済用預金」（当座預金や

利息のつかない普通預金など）は全額保護されます。

それ以外の預金保険制度の対象預金などについては、

預金者 人あたり、元本 万円までとその利息など

が保護されます。

　決済用預金以外の対象預金には、利息のつく普通預

金や定期預金などの預金が含まれます。

　「決済用預金」とは、「決済サービス（自動支払いな

ど）を提供できる」「預金者の要求にしたがい、いつで

も払戻しができる」「利息がつかない」の つの条件を

満たす預金のことで、全額保護されます。

　利息のつかない普通預金や当座預金は決済用預金に

該当します。

　決済用預金以外の対象預金などで元本 万円を

超える部分や対象外預金などについては、破綻した金融

機関の財産の状況に応じて支払われます。なお、対象預

金などで元本 万円を超える部分および外貨預金に

ついては、預金者の利便性を確保するため、預金保険機

構が一定の割合で買い取って預金者に支払う「概算払

い」という制度があります。

　概算払いの後、破綻した金融機関の清算が終了した時

点で、まだ財産が残っていれば、追加の支払い（精算払い）

を受けることができます。

元本 万円を超える部分などの取扱
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●住宅ローンと預金の相殺例

今まで別々だった
銀行が

合併したら？

破綻した金融機関に、預金が 万円、ローンが 万円ある場合

持っている場合は、預金を合算

同一人名義の預金を名寄せ

別々に名寄せされる

家族の預金

保護される金額が増額される

銀行が合併した場合の預金金額

A銀行 

万円 

B
銀
行 

万円 

万円× ＝ 万円 

AB銀行 

合 併 

●●銀行 A支店 
定 期 預 金  

万円 

●●銀行 B支店 
定 期 預 金  

万円 

●●銀行 C支店 
定 期 預 金  

万円 

合計 万円 

元本 万円までと 

持

同じ銀
行に

つの定
期預金

口座を

ってる
場合は

…

ローンと 
預金を 
相殺しない 
場合 

ローンと 
預金を 
相殺した 
場合 

万円を超える 万円は、 
破綻金融機関の財産状況に応じて 
一部カットされる可能性がある。

万円は 
保護される 

残りの預金 万円は保護される。 
（預金のカットは発生しない） 

預
 
金 

預
 
金 

万円は 
そのまま 
残る 

残高 円 

ロ

ン 

ロ

ン 

預金 万円とローン 万円を相殺 

万円 

万円 

※保護対象となる部分の利息なども保護されます。 

預金者から相殺を
申し出ることが条件

預金と借入れの相殺

住宅ローンなどを借りている銀行が破

綻した場合は、ローンと預金を相殺する

こともできます。ただし、預金者から相殺

することを申し出ることが必要です。

　夫婦でも、親子でも、それぞれの名義の預金口座を持

っている場合は、別々の預金者として扱われるので、

別々に名寄せされます。

　ただし、家族の名義を借りたにすぎない預金など

は、預金保険の対象とはなりませんので、注意が必要で

す。また、個人事業主の場合は、事業用の預金と事業主個

人名義の預金は、同一人の預金などとして合算されます。

※住宅ローンで相殺の対象となるのは、破綻金融機関自らが貸し
出している住宅ローンのみであり、住宅金融支援機構、生命保
険会社などが貸し出している住宅ローンは相殺対象にはなり
ません。相殺について詳しくは、お取引のある銀行にご確認く
ださい。

その利息などが保護 

一つの銀行に複数の口座を

　一人の預金者が、破綻した銀行に複数の預金口座を

持っている場合、それらの預金は合算されます。これを

「名寄せ」といいます。名寄せされた預金について、決

済用預金以外の預金などのうち元本 万円までと

その利息などが保護されます。

　名寄せは、破綻した銀行が把握している預金者デー

タによって行われるため、預金口座が旧住所、旧姓のま

まだと、本人確認ができず、スムーズに払戻しがされな

いことがあります。住所などの変更があったら、すみや

かに変更手続きをするようにしましょう。

合併など後 年間は元本 万円までと
その利息などが保護

合併など後 年間は、

　預金口座を持っている銀行が合併（事業の全部を譲

渡した場合を含みます）した場合には、合併などの後

年間に限って、保護される預金の範囲は、預金者 人あ

たり「元本 万円×合併などにかかわった金融機関

の数」の金額と、その利息などになります。例えば つ

の銀行が合併した場合には、「元本 万円＋その利

息など」が、保護されます。この措置は、「金融機関の

組織再編成の促進に関する特別措置法」という法律に

基づく、当分の間の特例措置とされています。

　なお、合併など後 年経過後は、保護の範囲は元本

万円までとその利息などとなります。



長期分散投資を活かそう

リスクを軽減するために

今までみてきたように、私達の資産を効果的に殖やしていくためには、様々な金融商品があります。しかし、値動きのある
投資商品について、リターンを得られるのはいいが、リスクが怖いと思う人も多いでしょう。そんなときに、投資をしつつ
もリスクを軽減できる方法があります。その最も有効な方法として、長期分散投資のポイントをおさえておきましょう。

長期分散投資の意味と
リスク軽減効果

　一つの資産に集中投資するよりも、複数の資産に分

散投資する方が、リスク（リターンの振れ幅）を抑えるこ

とができます。各資産のリスク・リターンの特性を考慮し

た配分（アセット・アロケーション「資産配分」といいま

す）を行うことや、運用期間を長くしたり、タイミングを

ずらす方法で、よりリスクを抑えてリターンを安定させる

ことが可能といえます。以下、大きく つのポイントを整

理しておきましょう。

　まず投資対象を一か所ではなく広く分散することを

考えましょう。株式と債券は全く異なる資産として、一

般的に値動きも異なります。基本的な分散先としては、

国内の株式と債券、外国の債券と株式の つがあげら

れ、一般的に以下のような特徴があります。

●国内債券　値動き：小さい　為替の影響：なし

●国内株式　値動き：大きい　為替の影響：なし

●外国債券　値動き：小さい　為替の影響：あり

●外国株式　値動き：大きい　為替の影響：あり

　国内債券、国内株式、海外債券、海外株式のそれぞ

れの値動きの大きさは異なりますが、運用成果を評価

する際に、比較対象となる基準指標として、市場の動き

を代表する指数「ベンチマーク」の推移をみると、次の

ようになっています。

　これを見ると、リターンの大きいものほどリスクが大

きいことがわかります。投資対象をどれかに絞り込む

と、その影響をフルに受けますが、動きの異なる投資対

象、例えば、 種類を ずつ分けて投資することは、そ

れぞれの値動きをならすことができ、リスクを低減させ

るのに、効果的な手法といえます。

　なお、これらの分散投資を実現するためには、私達

自身が、複数の金融商品を組合わせる方法のほか、投

資信託を活用する方法もあります。投資信託は一つの

商品で、様々な種類の資産に分けて運用され、こうした

分散投資を手軽にできる金融商品といえます。

投資対象を分散することでリスクを軽減

（厚生労働省資料より）

■ベンチマーク収益率の推移（年度初来累計）
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収益率
（ ）

平成 年度平成 年度 平成 年度
（ 月まで）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

国内債券
国内株式 △
外国債券 △
外国株式 △

国内債券
国内株式
外国債券
外国株式

国内債券 △
国内株式
外国債券
外国株式

国内債券
国内株式
外国債券
外国株式

国内債券
国内株式 △
外国債券
外国株式 △

国内債券
国内株式 △
外国債券 △
外国株式

国内債券
国内株式 △
外国債券
外国株式 △

国内債券
国内株式
外国債券
外国株式

（注）使用しているベンチマークは以下のとおり。
国内債券： － 総合 国内株式： （配当込み）
外国債券：シティグループ世界国債インデックス（除く日本、円貨換算、ヘッジなし） 外国株式： － （円貨換算、配当込み、グロス）



　また運用期間も短いよりも長いほうが、リスク軽減

効果が出てきます。例えば、株式など、短期では、収益

の振れ幅が大きい投資対象でも、運用期間が長くなれ

ばなるほど、平均的な収益率に収束していく傾向があ

り、安定的に収益をあげることが可能といえます。

　運用期間を長く持てることは、このように収益の安

定化に寄与しますが、他にも、運用にはコストがかかる

ので、その 年あたりのコストを長期運用によって引き下

げる効果も出てくるといえるでしょう。更に、複利の効果

（Ｐ 参照）も運用期間が長くなればなるほど大きく

なってきます。

　資産運用におけるマーケットは日々動いているので、

投資には、値動きがつきものです。運用期間が 年程度

の短期しかとれないときは、たまたま価格が下がったと

きに換金せざるを得ないなど、投資の成果を享受でき

るチャンスを失うこともあります。しかし、 年、 年、そ

して 年、それ以上と長く運用し続ける余裕があれば、

価格も回復するチャンスが出て、コストパフォーマンス

も安定して、投資の効果が得られやすくなるといえるで

しょう。

投資期間を長期にすることでもリスク軽減

■長期運用の場合の国内株式と国内債券の収益率（年率）のイメージ
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リターン
（期待収益率）

年後 年後 年後

投資期間が短いと
値動きの幅が大きい
（リスク大）

投資期間が長いと
値動きの幅が小さい
（リスク小）

時の経過とともに収益率のブレ（リスク）は小さくなる

国内債券

国内株式
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平均購入単価 円

平均購入単価 円

■毎月１万円ずつ購入（ドル・コスト平均法）した場合

■毎月１万口ずつ購入（定量投資）した場合

　投資する際は、「安いときに買って高いときに売りた

い」と思うことも多いでしょう。しかし、そのピークや底

は判断しにくいものです。一度にまとまったお金を投資

してしまうと、その後、値動きがあって価格が下がった際

に大きく元本割れする可能性もあります。そのような

リスクの軽減に効果的な方法が、時間をずらして投資

し続ける「時間分散」です。

　外貨預金や投資信託など価格変動のある商品を毎月

一定額ずつ定期的に購入すると、価格が高いときには

少しだけ購入し、価格が安いときには多く購入するこ

とができるので、平均購入価格を押し下げる効果があ

ります（表参照）。これを「ドル・コスト平均法」とい

い、価格に関係なく毎月 口ずつ購入するよりも、平均

購入価格が下がり、価格が上がったときのリターンを

得るチャンスが増えるといえます。価格が変動する投

資商品でも、自動積立などで、毎月一定額ずつ購入す

るこの方法は、リスクを抑えることができる手頃な方

法です。

　このように長期分散投資の つの手法は、いつの時代

でも活用できるリスク軽減収益安定の鍵です。どのよう

な資産であっても、毎年常にリターンが高いことはあり

ません。投資対象の分散、投資期間の長期化、そして時

間分散の つを上手に取り入れられれば、投資に対する

リスクの怖さが和らいで、賢く金融商品とつき合ってい

けるのではないでしょうか。

買うタイミングを分散する時間分散でリスク軽減

■ドル・コスト平均法（毎月 万円ずつ投資信託を購入する場合）

か月目 か月目 か月目 合計

購入金額

か月目

●ある投資信託の値動き

円

か月目 か月目 か月目

購入口数

円

か月目

口

円

口

円

口

円

口

円

口

購入金額

購入口数

円

か月目

口

円

か月目

口

円

か月目

口

円

か月目

口

円

合計

口

安いときは購入金額が少ないが…

投信や株は毎日上下に値動き
をしている。
「安いときに買いたい」と誰し
も考えるが、そのピークや底は
誰にもわからない。

安いときにたくさん買えた！

毎月同じ金額

毎月同じ金額

購入口数＝ 円（購入
金額）／その月の基準価額

基
準
価
額
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長期分散投資の必要性

長期分散投資はどういうときに必要？

　そもそも長期分散投資はどういうときに必要なので

しょうか？それは、数年後に使う目的や金額が決まって

いるお金や、引出ししやすい生活費や緊急時の予備費

ではなく、しばらく使う予定がない余裕資金の運用に適

しています。

　長い目で温めていきたい！という余裕資金なら、短期

的な値動きに一喜一憂することなく、投資を盛り込むこ

とができるでしょう。また、長期的な視点で分散投資を

し、リスクを軽減させて収益を安定させていけたら、よ

り人生を前向きに楽しむこともできるのではないでしょ

うか？

　これから先、投資商品とつき合っていくのに、経済の

影響はもちろん、日本の人口減少や少子高齢化社会の

影響を私達は少なからず受けていくでしょう。老後に向

けた資産形成なども、より重要性が増すといえます。そ

うした中、「長期の運用、資産の分散、時間の分散」と

いう長期分散投資を取り入れていくことは、安定かつ

豊かな生活設計に役立つといえます。

インフレでの投資効果とは

インフレ・デフレと投資の効果

　インフレ（インフレーション： ）は、モノの値

段が上昇し、お金の価値が下がり続けることを指し、デ

フレ（デフレーション： ）はその逆で、モノの

値段が下がり続け、お金の価値が上昇する経済現象を

指します。

　日本の家計が保有する金融資産は、その過半が預貯

金や現金で、他の先進諸国と比べて株式などの投資に

向けられる割合が少なく、インフレへの備えが弱いとい

われています。そこで、インフレ時も資産価値を下げな

いための手段として、投資の視点は非常に重要になって

きています。

　一般的にインフレには、現金や預貯金よりも株式・外

貨・不動産のほうが強いといわれています。株式は長期

的なインフレに対して資産を目減りさせない効果を、外

貨は円安によるインフレに対して、そして不動産などの

実物資産は急激なインフレに強い特徴をもっています。

　一方、デフレでは、現金や預貯金、債券（国や会社など

への借用証書）が強いといわれています。ただし、インフ

レ・デフレは実際に株価などに対して影響を与える一つ

の要素に過ぎず、他の影響も考慮することが大切です。

投資のはじめ方

投資は一人ひとりのスタイルによって
無理なくスタートを

　投資は、長期間のつき合いになるので、一人ひとりの

ライフプランや生活スタイルなどによって、適切な商品

や金額、タイミングなどが変わってきます。ニュースの

為替や株価など、普段からウォッチしやすい投資対象

で、毎月少額ずつ積み立て投資をする方法もあります。

　投資をはじめるときは、まずは、換金する予定のない

余裕資金で、無理のないペースで少額ずつスタートして

いくことをお勧めします。

（少額投資非課税制度）の
活用ポイント

　 （ニーサ、少額投資非課税制度）とは、 年 月から
スタートした「少額投資非課税制度」の愛称です。英国で総
人口の 割まで普及している「
（個人貯蓄口座）」を参考に、日本でも個人の資産形成や長
期投資の普及を目指して導入され、「日本版 」から「 」
（ちなみに は の頭文字）となりました。
　年間一定額（ 年現在 万円、 年以降 万円
予定）までの投資（公募株式投資信託や上場株式など）から
生じる配当や譲渡（売却）益が一定期間（ 年間）非課税と
いう扱いです。 の口座開設が可能な期間は 年まで
の 年間で、その間ある年の「非課税投資総額」は最大 年
分となります。
　これによって、通常課税される、上場株式や投資信託の運
用から得られた譲渡益や配当金の税金 （復興特別
所得税を含む）が、しばらく非課税扱いとなり、資産運用を行
うときには嬉しい制度ですが、次のような点で注意が必要
です。

＜注意点＞
・非課税（ ）口座は、年に一人一口座のみ開設可能。
・国債や社債、公社債投資信託などは対象外。
・その年に非課税投資枠を上限まで使わなかった場合でも、
翌年以降持ち越せない
・売却しても、売却部分の投資枠を再利用することはでき
ない
・損失が出た場合に、他の譲渡益や配当と相殺して損益通算
できず、翌年以降の損失の繰越もできない

　特に、損失については、 口座で発生した損失は損益通
算などの対象外となる扱いなので、安定して着実に非課税効
果を得られるよう、低リスクの投資信託からはじめる方法も
あるでしょう。非課税枠を再利用できないので、短期間で売
買を繰返すようなスタイルには向かず、長期投資で活かせる
非課税制度といえます。（この説明は 年 月現在の税制を
前提としています）
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金融商品と税金

金融商品にかかる税金

預金の利子などに対する税金は源泉分離課税ですが、商品によっては確定申告が必要なもの

があります。

源泉分離課税のほか、
確定申告が必要な金融商品もある

　銀行が扱う主な商品について、利子や収益分配金など

には税金がかかります。

　受取る際に源泉徴収され、それで課税関係が終了する

「源泉分離課税」の商品が多いですが、外貨預金などの

為替差益や差損、また個人年金の年金受取りに対して

は、雑所得として他の給与所得などと合わせて「総合課

税」となり、場合によっては確定申告が必要となります

（以下表参照）。

　なお、金融商品の税金は、幅広い金融商品から生じ

る所得を一体として課税する「金融所得課税の一体

化」に向けて平成 年より改正が推進されます。従来

の金融・証券税制の改革に引き続き、上場株式や金融

商品間の課税の中立性、簡素でわかりやすい税制、個

人の投資リスクの軽減を目指し、課税方式の均衡化と

損益通算の範囲拡大が進められます。また、一定の投

資については非課税制度として （ 参照）も導

入されています。

　また、税率は、「東日本大震災からの復興のための施

策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措

置法」により、平成 年 月 日から平成 年 月 日ま

での間、所得税・住民税と合わせて復興特別所得税（所

得税額の ）が追加され、 になっています。

■銀行が扱う主な金融商品と税金

※国内公募株式投資信託にかかる解約・償還差益の課税については、特定口座（源泉徴収あり）として手続きをすれば、申告の負担が軽減される。

国内株式投資信託

公社債投資信託

金融商品 税金

平成 年 月現在

普通預金　定期預金
債券（国債、地方債、利付金融債など）

金銭信託
定期積み金

債券（割引金融債、割引国債）

仕組預金

外貨預金

投資信託

変額個人年金保険

定額個人年金保険

利子に対し、 の源泉分離課税（うち は住民税）

収益分配金に対し、 の源泉分離課税（うち は住民税）
給付補てん金に対し、 の源泉分離課税（うち は住民税）

償還差益に対し、 （特定の債券に対しては、 ）。払込みの際に源泉徴収

利子に対し、 の源泉分離課税（うち は住民税）
為替差益に対し、雑所得として総合課税（ただし年収 万円以下の給与所得者が、給与
所得・退職所得以外の所得が為替差益を含めて 万円以下の場合は申告不要）。
為替差損については、雑所得から控除することができる。

収益分配金、解約益・償還差益、買取益に対し、 の源泉分離課税（うち は住
民税）。
損益通算可能。

元本払戻金（特別分配金）は非課税。
普通分配金は配当所得として、 の源泉分離課税（うち は住民税）。原則申告不要。
解約差益・償還差益に対し、譲渡所得として の申告分離課税（うち は住民
税）。※

受取り時：契約者＝年金受取り人の場合、雑所得。契約者≠年金受取り人の場合、贈与
税、雑所得。
生命保険料控除（一般）の対象。

受取り時：契約者＝年金受取り人の場合、雑所得。契約者≠年金受取り人の場合、贈与
税、雑所得。
所定の条件を満たせば個人年金保険料控除の対象。それ以外は生命保険料控除（一般）の
対象。

レシピの
応用知識
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消費者保護

重要事項の説明義務

情報提供の義務

金融商品の販売者が守るべきルール

金融商品の中には元本保証のない商品も増えてきており、それらを扱う際、銀行は十分な説明や適切な情報を提供することが義務づけられて

います。これは同時に、銀行の情報・説明を十分理解したうえで、消費者も自己責任で判断することが重要になってきていることを指します。

リスクなどの重要事項を
説明する義務

　銀行などの金融機関（金融商品販売業者）は、元本

割れする可能性のある金融商品を販売するときは、ど

ういったリスクがあるのかを事前に説明する義務があ

ります（金融商品販売法より）。もし、販売業者から重

要事項の説明がなかったり、断定的判断の提供がなさ

れたことによって消費者が損害を被った場合は、金融

機関に対して損害賠償請求ができます。

商品・サービス情報の提供

　様々な金融商品やサービスに関して、トラブルを未然

に防ぎ、適切な選択ができるよう情報提供が義務づけ

られています（銀行法より）。

情報開示の義務

ディスクロージャー（情報開示）

　銀行は、業務や財産の状況に関する情報の開示が義

務づけられています（銀行法より）。

適正な広告表示

　銀行が広告を行う場合には、必ず表示しなければな

らない項目や、使用してはいけない用語などが定められ

ています（不当景品類および不当表示防止法・金融商

品取引法より）。特に金融商品取引法では、投資家の保

護を図るため、金融商品を販売・勧誘する際には、業者

に次の守るべきルールを課しています。

・利益の見込みなどについて著しく事実に相違したり、

誤認させるような表示の禁止

・契約締結前、契約締結時などの書面交付義務

・虚偽の説明の禁止

・損失補てんの禁止

・顧客に不適当と認められる勧誘を行わない（適合性

の原則）

・不招請勧誘、再勧誘の禁止など

■説明しなければならない重要事項とは？

市場リスク

信用リスク
権利行使期間・
解約期間の制限

説明

様々な情報・説明を
理解したうえで、自己責任で契約！

消費者

権利行使期間や解約でき
ない期間がある場合

金融商品販売業者などの
倒産などによって元本割れ
が生じるおそれがある場合

市場変動によって元本割れ
が生じるおそれがある場合

レシピの
応用知識

説明義務

商品・サービス情報の
提供

ディスクロージャー
（情報の開示）

適正な広告表示


